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　2020年は国連が定めた「国際植物防疫年（Int-

ernational Year of Plant Health 2020：IYPH 

2020︶」です。国際植物防疫年は、植物病害虫のま

ん延防止に向けた取組の重要性に対する世界的な

認識を高めることを目的として、2018年12月の国

連総会において採択されました。この時に採択さ

れた国連決議において、植物病害虫のまん延防止

は、飢餓や貧困の撲滅など、2015年9月の国連サ

ミ ッ ト で 採 択 さ れ た「 持 続 可 能 な 開 発 目 標

（SDGs）」の達成のために重要であることが強調

されています。

　国際植物防疫年には副題として「Protecting 

Plants, Protecting Life（植物を守る、命を守る）」

が付されています。ここで示されているように植

物は人の生命と密接な関わりがあります。国連食

国際植物防疫年2020について

糧農業機関（FAO）によると、世界の食料の80%

以上が植物由来であり、植物病害虫の被害により

世界の食料生産の20％～ 40％が損失しているとさ

れています。

　歴史的に見ても、植物病害虫は食料安全保障に

とって大きな脅威となる場合があり、例えば、

1845年、アイルランドではジャガイモ疫病が侵入

したため主食のジャガイモの収穫が皆無となり、

100万人以上が餓死した事例もあります。

　一度、植物病害虫が新たな地域に侵入・まん延

すると根絶することは非常に難しく、また、根絶

できたとしても多額の費用や長い年月が必要にな

るため、植物病害虫の侵入・まん延を未然に防ぐ

ための取組が非常に重要です。実際、日本におい

ても、大正時代に南西諸島に侵入した重要害虫の

ウリミバエを根絶するために、20余年の歳月と

204億円もの費用がかかった事例があります。

　近年、海外からの入国者の急激な増加に伴い、

病害虫の侵入リスクも高まっています。2020年は

東京オリンピック・パラリンピックの年でもあり、

更に多くの外国人が訪日することが見込まれてい

るので、植物防疫の重要性はますます高まってい

ます。

　2020年の国際植物防疫年の機会に、国際的に複

数の活動が行われる予定ですが、農林水産省とし

ても日本国内において、旅行者や消費者など幅広

い方々に植物防疫の重要性をお知らせしたいと考

えています。この稿では、国際植物防疫年に関す

国際植物防疫年のロゴ
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日本における取組

　農林水産省では、これまでも植物病害虫による

農業被害を防ぐため、港や空港での輸入検疫によ

る侵入防止や、日本から諸外国に植物を輸出する

際の輸出検疫、国内で発生した病害虫の防除など

に取り組んでいます。また、港や空港において植

物の輸出入に関する制度の広報活動を実施してい

る国際的な取組に加え、国内での取組を紹介しま

す。

国際的な取組

　国際植物防疫年に関する活動は、FAO及びFAO

内に設置されている国際植物防疫条約（IPPC）事

務局が主導しています。国際植物防疫年の広報資

料が作成されたほか、以下の記念イベントが開催

される予定です。

　2020年に先立ち、昨年12月にローマのFAO本

部において国際植物防疫年開始イベントが開催さ

れ、FAO事務局長や複数国の農業担当大臣が出席

するとともに、グテーレス国連事務総長からのメッ

セージが紹介されました。また、2020年6月まで

国際写真コンテストが実施されるほか、4月2日に

は、ローマでIPPC総会閣僚会合の開催が予定さ

れています。加えて、10月5日～ 8日、フィンラ

ンドで、国際会議（カンファレンス）が開催され

る予定となっています。これ以外にも複数のシン

ポジウムやワークショップが開催される予定で、

フィナーレとして、12月又は来年1月に、ローマ

で国際植物防疫年の終了イベントが開催される見

込みです。

ますが、必ずしも植物防疫の重要性や植物防疫制

度が国内の多くの方に十分認知されているとは言

えない状況です。このため、農林水産省では、国

際植物防疫年の機会を活用し、植物防疫の重要性

について国内に幅広くお知らせする活動を実施す

る予定です。

　この取組の一環として、国際植物防疫年に貢献

する関係企業・団体や研究・教育機関などを農林

水産省がオフィシャルサポーターとして認定する

制度を実施しています。農林水産省は、オフィシャ

ルサポーターが実施した取組を農林水産省ホーム

ページなどで紹介します。

　関係企業・機関などが取り組む活動としては、

①企業などのホームページ、SNS、広報誌などで

国際植物防疫年の紹介、②植物防疫に関する広報

資料の配布及び掲示を行うこと、③イベント、セ

ミナー、研修、講座などの開催、④航空機内や空

港などで持ち込み禁止植物に関するアナウンスを

実施などが期待されます。この稿をご覧の皆様に

おいても、オフィシャルサポーターへの応募をご

検討いただければ幸いです。詳しくは「国際植物

防疫年オフィシャルサポーター」で検索してくだ

さい。

　また、WEB広報、テレビ番組、SNSなどの政

府広報を通じた周知活動も実施しています。1月

には、BS-TBSの政府広報番組で「～その果物と

野菜 持ち込み禁止です！～ 2020年国際植物防疫

年」が紹介されました。ご関心があれば以下の

URLでご覧ください。

https://nettv.gov-online.go.jp/prg/prg20080.

html

　更に、10月には国際植物防疫年を記念した郵便

切手が発行される予定で、機会があれば郵便局や

日本郵便のホームページで記念切手のデザインを

ご覧ください（デザインは8月頃に公表予定）。

おわりに

　植物防疫所は、国際植物防疫年という貴重な機

会を捉えて、一年を通して、植物防疫に関する認

識を高める年にしたいと考えているため、より多

くの皆様にご支援、ご協力をいただければ幸いで

す。

国際植物防疫年開始イベント（昨年12月、ローマ）
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　令和元年10月28日から11月1日の5日間、静岡

県内において国際植物防疫条約（IPPC）の国際シ

ンポジウムが開催され、各国の植物防疫機関、

IPPC事務局、地域植物防疫機関、国際原子力機関

（IAEA）、国連食糧農業機関（FAO）などの担当者、

合計46 ヵ国、EU、5地域・国際機関から約100名

の参加がありました。

　シンポジウムでは国際基準のうち、植物検疫上

重要な概念の一つである病害虫無発生地域（PFA）

及びサーベイランス＊に関する各国の事例が紹介さ

れるとともに、その現状・課題について確認し、

課題解決のための取組などについて意見交換及び

議論が行われました。

　また、10月31日には、参加者による現地視察が

行われ、午前は静岡空港で農林水産省植物防疫課

担当者が日本の植物防疫所の業務全般について説

明するとともに、名古屋植物防疫所静岡空港出張

所職員が植物検疫カウンターでの携帯品検査、動

植物検疫探知犬の活動、同定診断業務、侵入警戒

調査の実施状況を紹介しました。

　午後は、JA大井川果樹林産センターで、名古屋

植物防疫所清水支所職員がニュージーランド向け

うんしゅうみかんを輸出するための検疫措置につ

いて説明するとともに、輸出検査を実演しました。

　今回のシンポジウムを通して、植物防疫の国際

的な活動への協力に加え、職員が国際会議の雰囲

気を体験できた貴重な機会となりました。

＊�サーベイランス：病害虫の存在又は不在に関するデー

タを収集し、記録する公的な調査

IPPC国際シンポジウムが静岡で開催される

茨城県産なし生果実の
アメリカ合衆国向け初輸出について

輸出特集1

　アメリカ合衆国向けなし生果実の輸出について

は、日本とアメリカ合衆国の二国間で合意した検

疫条件が決められており、①鳥取県、長野県、福

島県及び茨城県産であること、②生産園地として

申請・登録されること、③果実の袋かけが完全で

あること、④病害虫の再汚染防止などが完全な選

果場であること、⑤輸出検査を行うことなどが義

務付けられています。

　これまで、アメリカ合衆国向けなし生果実の輸

出は、鳥取県産以外ありませんでしたが、茨城県

は、自県産なし生果実の販路拡大に取り組んでお

り、令和元年、茨城県下妻市の2園地をアメリカ

合衆国向け生産園地として植物防疫所に申請しま

した。申請のあった2園地は、袋かけ期直後（7月

上旬）及び収穫期前（9月中旬）に行った検査補

助員の検査成績に基づいて、それぞれの時期に植

物防疫官が検査を実施し、条件を満たしていたこ

とから生産園地として認定されました。

　また、当該園地で収穫されたなし生果実は、こ

の年の8月から9月の間に下妻市の選果場で植物防

疫官が輸出検査を実施し、計6,350 kgが合格とな

り茨城県産なし生果実として初めてアメリカ合衆

国に輸出されました。

IPPC国際シンポジウムの様子

認定された生産園地のなし果実（袋かけ）
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　　 タイ向け生果実輸出条件について輸出特集2

はじめに

　タイは平成19（2007）年に植物検疫関係規則を

改正し、生果実などの多くの植物を輸入禁止とし、

品目ごとに新たな植物検疫条件を設定しました。

このため、日本は取り組みやすい輸出条件の設定

に向けてタイへの輸出実績があった13品目の生果

実について、リスク評価に必要な情報を提出し、

協議を実施してきました。

　その結果、平成31（2019）年3月31日と5月10

日に13品目の生果実に新たな植物検疫条件が整備

されたので紹介します。

　13品目は植物検疫条件に応じて、9品目（りん

ご、日本なし、もも、さくらんぼ、かき、キウイ

フルーツ、いちご、ぶどう、なす）とより厳格な

検査対応が求められる4品目（メロン、すいか、

きゅうり、トマト）に分けられます。

1．検疫条件の概要

　タイに9品目の生果実を輸出するための主な条

件は、①生産園地及び選果こん包施設の登録、②

選果こん包などの実施、③輸出検査となっていま

す。

　4品目の生果実を輸出するための主な条件は、①

生産園地及び選果こん包施設の登録、②カボチャ

ミバエの発生調査、③選果こん包の実施、④タイ

検査官による査察及び日本の植物防疫官と合同で

の輸出検査となっています。さらに、生産園地（温

室）は、施設の開口部が網など（網の孔の直径は、

1.6ミリメートル以下のもの）で被覆されカボチャ

ミバエの侵入を防止できること、選果こん包は収

穫後24時間以内に実施すること、カボチャミバエ

の発生調査は結実開始日から収穫終了日まで、2週

間に1回以上、トラップ及び生果実調査を実施し、

発生が確認されないことが決定され、9品目とは条

件が異なっています。

　また、登録園地及び選果こん包施設は、タイ検

査官による査察が行われます。

　なお、これらの13品目の輸出は、商業用の船積

み貨物又は航空貨物に限られ、個人の手荷物や郵

便での輸出は認められていないので注意が必要で

す。

2．検疫の対象となる病害虫の概要

　タイが検疫の対象としている病害虫は、カボチャ

ミバエ、カイガラムシ類、ハマキガ類、シンクイ

ガ類、アザミウマ類、ハダニ類、疫病及びうどん

こ病などです。

　カボチャミバエは、ミバエの仲間でウリ科植物

やまれにトマトに寄生します。成虫は6 ～ 9月頃

に果実に産卵し、幼虫は果実を食害します。また、

一つの果実に多数の幼虫が寄生すると成熟前に落

果、腐敗します。

3．おわりに

　関係者の皆様には、タイの植物検疫のルールを

守って、円滑に輸出ができますよう、今後とも植

物検疫に対するご理解とご協力をお願いします。

　なお、タイ向けに青果物を輸出するために青果

物のこん包などを行う施設は、植物検疫条件とは

別に食品衛生に関する要求事項を満たした証明書

が必要となっています。詳しくは、農林水産省HP

（https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/

Tai.html）をご確認ください。

タイ向けいちごの輸出検査
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はじめに

　ベトナム向けの日本産りんご生果実の輸出は、

収穫まで袋かけなどを実施することを条件に、平

成27年9月17日から輸出が可能となっています。

　その後、より輸出しやすい条件として袋かけを

必要としない栽培法の計画を、ベトナムと協議を

重ねた結果、令和元年12月15日から収穫後に低温

処理を行うことでも輸出が可能となりました。

1．検疫条件の概要

　ベトナム向けにりんごを輸出するための主な条

件は、①生産園地・選果こん包施設などの登録、

②登録生産園地における病害虫管理、③選果こん

包施設における選果の徹底、となっています。②

では、県などの指導に基づく病害虫防除のほか、

従来の栽培中に果実の袋かけか、新たに定められ

た収穫後に低温処理のいずれかを実施する必要が

あります。栽培期間中には植物防疫官が病害虫の

発生状況について検査を行います。これらの条件

を満たした上で輸出検査に合格したものが、晴れ

てベトナムに輸出されます。

2．ベトナムが侵入警戒する病害虫について

　ベトナムは、シンクイガ、黒腐病など計23種の

病害虫について日本からの侵入を警戒しています。

シンクイガとは、その名のとおりガ（蛾）の仲間

で、芋虫状の幼虫が果実に食入し商品価値をなく

すことから重要な果樹害虫として知られています。

ベトナムが検疫対象としているリンゴヒメシンク

イなどのシンクイガの仲間は、日本では発生が知

られていますが、ベトナムでは発生していません。

これらの病害虫がりんご生果実に付着して輸出さ

れないよう、関係者が細心の注意を払って病害虫

管理に取り組む必要があります。

3．輸出の実績

　輸出が開始された平成27年のベトナム向けりん

ごの輸出検査実績は約22 tで、主に青森県から輸

出されました。その後も輸出件数は増加しており、

平成30年の輸出検査実績は489 tで、青森県のほか

に山形県や岩手県からも輸出されています。

4．おわりに

　袋かけに代わる検疫措置として低温処理が加

わったことで、生産者の負担が大きく軽減される

ため、今後更なる日本産りんご生果実の輸出拡大

が期待されています。

　　 　 ベトナム向けりんご生果実の輸出について輸出特集3

低温処理（果実中心温度の測定）の様子 栽培地での検査の様子
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名古屋植物防疫所

各地各地各地各地各地各地各地各地各地各地各地各地各地各地各地ののの植物検疫情報植物検疫情報植物検疫情報植物検疫情報植物検疫情報植物検疫情報植物検疫情報植物検疫情報植物検疫情報植物検疫情報植物検疫情報植物検疫情報植物検疫情報各地の植物検疫情報

　中部国際空港は平成17年2月17日に開港し、

令 和2年 で15周 年 を 迎 え ま す。 近 年 のLCC

（Low Cost Carrier）の新規就航・増便など、

航空需要の増加を見据えた新しいターミナルの

整備が行われ、令和元年9月20日、LCC専用の

第2ターミナルの供用が開始されました。

　第2ターミナルは、既存のターミナルビル

（第1ターミナル）の南約680 m、駅改札から歩

いて約7分の場所にあります。韓国や台湾と

いったアジアを中心に少しずつ運航数を増や

し、令和2年1月現在、LCC 8社によって5か国

7都市間を週57便運航しています。

　植物防疫所では、第2ターミナルに新たに植

物検疫カウンター、精密検査室などを整備して

います。また、輸出検査室を新設し、日本の植

物をお土産として海外に持ち出せるよう、諸外

国の検疫条件に基づく輸出検査を実施する体制

を整えています。

　旅行者の増加に伴って、中部国際空港に持ち

込まれる植物も増えており、平成30年における

携帯品の検査件数は、1.5万件を超えています。

主な品目は、タイ産観葉植物やラン切り花、ベ

トナム産野菜、中国産香辛料・漢方薬類です。

これらの植物を海外から日本に持ち込むには、

必ず輸出国で植物検疫の検査を受け、「検査証

明 書（Phytosanitary Certifi cate）」 を 取 得・

添付したうえで輸入検査を受ける必要がありま

す。検査証明書が添付されていない植物は、植

物防疫法に基づき廃棄処分となりますので、ご

注意ください。

　また、輸入が禁止されている植物の持ち込み

は、4,747件（平成30年）で、中国（1,872件）、

ベトナム（1,214件）、フィリピン（559件）の

3か国で全体の約8割を占めています。主な品

目は、中国産リンゴ、殻付きクルミ、ベトナム

及びフィリピン産カンキツ類、マンゴウ、トウ

ガラシなどで、これらの植物は、日本未発生の

重要害虫であるミバエ類やコドリンガが寄生す

るため日本へ持ち込むことができません。

　植物防疫所では、違法な植物の持込みに対し

て、動植物検疫探知犬を配備して取り締まるな

ど、厳格な対応で臨んでいます。

　あわせて、中部空港支所では、より多くの皆

様に植物検疫制度を知っていただくために、官

庁広報展示室や情報コーナーにポスターやパン

フレット、重要害虫の標本などを展示していま

す。また、出国審査エリアにおいて広報チラシ

を折り込んだポケットティッシュの配布を実施

し、広報活動を積極的に行っています。

　今後も海外からの旅行者が益々増加すると予

想され、植物検疫の重要性も増しています。病

害虫侵入防止のため、更なる検査技術の向上と

幅広い広報活動を実施していきます。

中部国際空港における旅客携帯品検疫の現状
～第2ターミナル（LCCターミナル）供用始まる～

第２ターミナル植物検疫カウンター 中部空港支所における携帯品検査実績
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門司植物防疫所

神戸植物防疫所
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　博多港では、韓国（釜山）からの定期貨客船、
ジェットフォイル高速船及び中国などからのク
ルーズ客船、外航貨物船が入港するため、CIQ*

による水際での取締が実施されています。また、
国内外の旅行客に対する広報活動の一環とし
て、福岡港湾合同庁舎内の6官署（CIQ、海上
保安署）及び福岡県警など計8機関が連携し、
毎年3回ほど合同での広報キャンペーンが行わ
れています。
　令和元年10月11日、博多ふ頭のベイサイド
プレイス博多及び博多ふ頭第2ターミナルにお
いて、第1回合同広報キャンペーンを実施しま
した。港を訪れた観光客のほか壱岐・対馬行き
のフェリー・ジェットフォイル高速船の乗客に
対して、各官署総勢48名で広報物の配布やマス
コットキャラクターによる広報活動が繰り広げ
られました。お子さんの来場も多く、マスコッ
トキャラクターには人だかりができて写真撮影

が人気となりました。植物防疫所もこれに参加
し、検査証明書に関する重要なお知らせ（チラ
シ）を折り込んだポケットティッシュを配布し
ました。
　植物防疫所は、人が集まるゴールデンウィー
ク・年末年始、法令改正時などの機会を捉えて
多くの方に植物検疫制度を知っていただけるよ
う広報活動に取り組んでまいります。
＊ CIQとは、Customs税関、Immigration入国管理、

Quarantine検疫を意味する頭文字の略称です。

博多港でのCIQ*合同広報キャンペーン

　平成6年9月に開港した関西国際空港は、昨
年、25周年を迎えました。
　一時期は、利用者数が低迷した時期もありま
したが、平成24年にLCC（Low Cost Carrier）
専用の第2ターミナルの供用開始もあり、近年関
西国際空港を利用する訪日外国人利用者は急増
し、令和元年冬期の国際線旅客便では、21か国
75都市との間で63社により過去最高となる週
1,409便の運航が計画されています。平成30年
には台風21号の影響により一時空港が閉鎖され
るなどしましたが、利用者数は5年連続で増加
し、令和元年は過去最高を更新し3,190万人に達
しました。植物防疫所も開港と同時にスタート
し、当時57名だった植物防疫官も現在61名体制
で増加する国際線旅行客及び貨物に対応してい
ます。
　訪日外国人利用者数は、平成26年からの5年
間で2.4倍と急増しており、特にアジアからの
利用者が9割を占めています。
　関西国際空港利用者の急増とともに輸入禁止
植物、検査証明書無添付による廃棄も急増して

おり、平成30年の輸入禁止品処分件数は、2万
件を超えました。
　植物防疫所では、日本人旅行客や訪日外国人
などへの植物検疫制度の周知が重要と考え、
日々広報活動に取り組んでいます。今後も引き
続き増加する国際便、訪日客及び植物の輸入量
に応じた検疫体制の整備を進めてまいります。

関西国際空港開港25周年を迎えて

関西空港利用者数と輸入禁止品処分件数の推移
※ 利用者などの数値は関空エアポート（株）の公表数

字、植物検疫の検査データは植物検疫統計を使用
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重　要　な　お　知　ら　せ
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　沖縄県、奄美群島、トカラ列島及び小笠原諸
島には、アリモドキゾウムシやカンキツグリー
ニング病など農作物に大きな被害を与える病害
虫が発生しており、これらが他の地域へ移動し
てまん延しないよう、サツマイモやカンキツ類
の苗木などは本土などへの移動が植物防疫法に
より規制されています。しかしながら、規制が
あることを知らず、県外にお土産として持ち帰
ろうとする方が多いため、植物防疫所は定期的
に広報活動を行っています。
　今回、令和元年11月3日、4日の両日、那覇
空港旅客ターミナルビル内で国内移動規制植物
等に関する広報キャンペーンを実施しました。
　会場には、パネルやポスターの他、サツマイ
モ（紅イモ）、シークヮーサー苗木、オオバゲッ
キツ（カレーリーフ）などの実物と害虫の大型

模型を展示するとともに顕微鏡を使った観察
コーナーを設けたところ、子どもから大人まで
多くの旅行者に関心を持っていただけました。
　那覇植物防疫事務所は、今後もこのような広
報キャンペーンなどを企画して、植物検疫制度
の一層の周知に努めてまいります。

那覇空港で国内移動規制植物等に関する広報キャンペーンを実施

植物を日本に持ち込むには、 『検査証明書』 が必要です。
　 　植物防疫法により、植物を日本に持ち込むには輸出国政府機関により発行された検査証明書（Phytosanitary 

certifi cate）を添付して、輸入検査を受ける必要があります。

令和2年2月2₈日現在

法
令
改
正
関
係
情
報

◦ 「アメリカ合衆国産ばれいしょ生塊茎に関する植物検疫実施細則」（実施細則）及び「アメリカ合衆国産ばれいしょ生塊茎の加熱加工処理施
設指定要領」（指定要領）が改正されました（令和2年2月1₄日）
　実施細則から輸入期間の項目及び日本における隔離保管期間の項目が削除され、それに伴い指定要領が改正されました
◦植物防疫法施行規則の一部改正に関する資料をHPに掲載しました（令和2年1月6日）
◦ウメ輪紋ウイルスの緊急防除に関する省令及び告示が改正され、規制の対象となる防除区域が変更されました（令和元年12月26日施行）
◦ベトナム向け輸出りんご検疫実施要領が一部改正されました（令和元年12月2₀日）
◦ タイ向けメロン等の生果実輸出検疫実施要領が制定されました。また、タイ向け生果実輸出検疫実施要領はタイ向けりんご等の生果実輸出
検疫実施要領として様式等が一部改正されました（令和元年12月1₉日）
◦ベトナム産ティエウ種れいし生果実の条件付き輸入解禁について
「農林水産大臣が定める基準」及び「ベトナム産ティエウ種のれいしの生果実に関する植物検疫実施細則」に基づき輸入されるものに限り輸
入が解禁されました。（令和元年12月1₅日施行）
◦「アメリカ合衆国産りんご生果実に関する植物検疫実施細則」が改正されました（令和元年12月16日）
◦「輸出国における検疫措置を必要とする植物に係る輸入検疫実施要領」が改正されました（令和元年12月11日）
◦ 植物防疫法施行規則の改正に伴い、スイカ果実汚斑細菌病菌の宿主植物の生植物並びにPeronospora chloraeの宿主植物の種子及び生植物が追
加されました。（令和2年1月2₉日施行）
◦ 植物防疫法施行規則の改正に伴い、アルゼンチン産グレープフルーツ等の生果実、南アフリカ等産スウィートオレンジ等の生果実及び南ア
フリカ産ぶどうの生果実に関する植物検疫実施細則が改正されました（令和2年1月2₉日施行）

植
物
検
疫
関
係
情
報

（輸入）
◦「検査証明書の添付が免除される植物の見直しについて」をHPに掲載しました（令和元年12月6日）
（輸出）
◦「各国の輸入規則等詳細情報」における各国のHP情報を更新しました（令和2年2月21日）
◦「輸出入条件詳細情報」の検疫条件一覧表（早見表）（携帯品及び郵便物）のHP情報を更新しました（令和元年12月2₅日）
◦二国間協議により検疫条件が定められている品目である「ベトナム向けりんご生果実」のHP情報を更新しました（令和元年12月13日）
（国内）
◦「平成3₀年に実施したウメ輪紋ウイルスの病気の発生に係る調査結果」をHPに掲載しました（令和元年12月26日）
（その他）
◦広報誌「植物防疫情報」3₅号をHPに掲載しました（令和元年12月2₅日）
◦「～海外に旅行される皆さまへ～植物防疫所からのお知らせ」のHP情報を更新しました（令和元年12月1₉日）

最 新 情 報

顕微鏡を使った観察コーナー
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